







　 1 　Curtiss-Wright 判決を用いた大統領権限の擁護














　 1 　初期の受け止め方　　行政協定の正当化から The Steel Seizure Case まで
　　（ 1 ）大統領権限へのインプリケーション　　行政協定の合憲性
　　（ 2 ）The Steel Seizure Case　　傍論扱い
　 2 　時限的性格
　　（ 1 ）なぜサザランドの立論が採用されたのか
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Ⅰ　問題意識　　なぜ Curtiss-Wright 判決か



















































































































































































































































































































































































































判 決 と Schechter 判 決 で あ ろ う。 い ず れ も 全 国 産 業 復 興 法（National 






領に委任した § 3 が違憲とされた。前者では反対意見にまわったカードー
ゾ判事も、後者では賛成し、全員一致の判決だった。この二つの最高裁判決
により、合同決議347は合憲性の疑義に晒されることになったのである。
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は、憲法による積極的授権に依存しないということである
4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4 4
。戦争を宣言し遂行し、
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権限は議会に付与されて行使され、そしてまたそれは人民の同意に基づくものだっ





























































ランドの議論は、「（ 1 ）アメリカ史に反し、（ 2 ）我々の政治理論に反し、























































































　（ 2 ）The Steel Seizure Case　　傍論扱い
　トルーマンが朝鮮戦争への安定した鉄鋼供給のために、ストライキ突入を

































The Steel Seizure Case においては、ジャクソンは鉄鋼所接収が議会の明示
的意思に反するとして違憲と判断した。しかし、先程引用した駆逐艦・基地












































のも、 委任禁止法理自体に否定的な判事はカードーゾ （Benjamin Cardozo） 
とブランダイス（Louis Brandeis）のみであり、保守派のデヴァンター
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のような危険な論理を振りかざす必要は存在しない。そういうこともあっ
て、The Steel Seizure Case のジャクソンの同意意見では、Curtiss-Wright
判決でのサザランドの議論は殆どが傍論とされている。
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